
歳出比較分析表(平成18年度普通会計決算) 青森県

経常収支比率の分析
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※１　本レーダーチャートは、当該団体とグループ内平均値より算出した偏差値をもと
　　にチャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）
　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より内側にあるほど、歳出抑制等により財政
　　構造に弾力性があることを示している。
　３　グループとは、道府県を財政力指数の行程によって４つに分類したものである。
　　　Ⅰグループ　財政力指数0.500以上、Ⅱグループ　財政力指数0.400～0.500、
　　　Ⅲグループ　財政力指数0.300～0.400、Ⅳグループ　財政力指数0.300未満
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分析欄

《人件費》
  人件費に係る経常収支比率については、全国的には中位の水準にあるものの、類似団体の平均を上回っている。職員数の削減及び給与カット等に
より、人件費総額の縮減には努めているものの、団塊世代の退職に伴い退職金が増加傾向にあることから、人件費に係る比率は高止まっているもの
と考えられる。今後は引き続き、青森県行政改革大綱、中期的な財政運営指針に基づき、一層の給与・職員定数の適正化に取り組むこととしてい
る。
　なお、人口１人あたりの決算額比較（人件費及び人件費に準ずる費用）・人口10万人当たり職員数・ラスパイレス指数は、いずれも類似団体の平
均を下回っているものである。

《物件費》
　物件費に係る経常収支比率については、類似団体及び全国平均をともに上回っている。本県は広大な面積に加え、積雪寒冷地であることなどの社
会的・地理的な要因等により、内部管理経費等が他団体に比較し多くなる傾向にあるものと考えられる。今後は、施策の選択と重点化を推進すると
ともに、青森県行政改革大綱に基づく、組織の簡素・効率化、内部コストの抑制などの取組みを徹底・加速して推進することとしている。

《扶助費》
　扶助費に係る経常収支比率については、類似団体及び全国平均をともに上回っている。これは、生活保護制度における本県の保護率が全国的にも
上位にあり、生活保護費の割合が比して高い（本県41.7％、類似団体平均27.8％）ことが要因として考えられる。

《公債費》
　公債費に係る経常収支比率については、類似団体内では中位にあるものの、全国的には高い水準にある。これは、これまでの経済対策としての公
共事業の追加や東北新幹線鉄道整備事業費負担金等を含む県単独事業費が高い水準で推移してきたことに伴うものであり、今後は、中期的な財政運
営指針に基づき、地方債の新規発行の抑制等により、平成20年度までに元金ベースでのプライマリーバランスの黒字化を図り、公債費の軽減効果の
早期発現に努めることとしている。
　なお、人口１人当たりの決算額比較（公債費及び公債費に準ずる費用）においても、類似団体内では中位に位置しているものである。

《補助費等》
　補助費等に係る経常収支比率については、類似団体及び全国平均をともに下回っているものであるが、三位一体改革の国庫補助負担金改革等に伴
う地方負担額の増加により、近年、その比率は上昇傾向にある。引き続き、毎年度の予算編成において、ゼロベースの視点に立ち返って見直すこと
等により、更なる事務事業の再構築を図ることとしている。

《普通建設事業費》
　普通建設事業費については、抑制傾向で推移しているものの、人口１人あたりの決算額は類似団体では中位に位置し、単独事業費分については依
然として高い水準にある。これは、東北新幹線八戸・青森間が平成22年度末の完成を目指して建設工事が進められていること等の要因によるものと
考えられる。引き続き、毎年度の予算編成において、普通建設事業費の選択と集中による重点化を図り、国の予算編成の動向を踏まえて総額を適切
に管理していくこととしている。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） グループ内平均（円） 対比（％）

人件費 207,937,085 143,842 147,185 ▲ 2.3
賃金（物件費） 956,529 662 554 19.5
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） - - 888 -
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - 4 -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） - - 56 -
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 3,806,687 2,633 3,470 ▲ 24.1
▲退職金 ▲ 19,456,250 ▲ 13,459 ▲ 12,579 7.0
合計 193,244,051 133,678 139,578 ▲ 4.2

参考
当該団体 グループ内平均 対比（差引）

人口100,000人当たり職員数（人） 1,467.22 1,531.24 ▲ 64.02
ラスパイレス指数 98.2 98.5 ▲ 0.3

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）

人口1人当たり決算額
当該団体（円） グループ内平均（円） 対比（％）

公債費充当一般財源等額
（繰上償還額及び満期一括償還地方債の元金に係る分を除く。）

112,005,964 77,481 79,047 ▲ 2.0

満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）等

266,667 184 582 ▲ 68.4

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 4,426,747 3,062 2,740 11.8
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額

- - 306 -

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額

2,140,000 1,480 908 63.0

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）

84,939 59 15 293.3

▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額

▲ 72,780,765 ▲ 50,347 ▲ 51,503 ▲ 2.2

合計 46,143,552 31,920 32,094 ▲ 0.5

当該団体決算額
（千円）

当該団体決算額
（千円）

歳出比較分析表(平成18年度普通会計決算) 青森県

※参考　実質公債費比率及び起債制限比率の推移
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普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) グループ内平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

278,336,875 187,123 ▲ 8.6 182,903 ▲ 9.2 0.6

うち単独分 129,010,786 86,733 ▲ 6.5 64,976 ▲ 10.6 4.1

214,905,284 145,269 ▲ 22.4 158,056 ▲ 13.6 ▲ 8.8

うち単独分 96,061,387 64,935 ▲ 25.1 58,340 ▲ 10.2 ▲ 14.9

193,820,967 131,976 ▲ 9.2 137,759 ▲ 12.8 3.6

うち単独分 93,704,166 63,805 ▲ 1.7 50,696 ▲ 13.1 11.4

174,528,443 119,528 ▲ 9.4 123,084 ▲ 10.7 1.3

うち単独分 82,238,630 56,322 ▲ 11.7 44,441 ▲ 12.3 0.6

160,606,944 111,101 ▲ 7.1 116,882 ▲ 5.0 ▲ 2.1

うち単独分 71,345,541 49,354 ▲ 12.4 39,080 ▲ 12.1 ▲ 0.3

過去５年間平均 204,439,703 138,999 ▲ 11.3 143,737 ▲ 10.3 ▲ 1.0

うち単独分 94,472,102 64,230 ▲ 11.5 51,507 ▲ 11.7 0.2

当該団体決算額
（千円）
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